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本論文は、住宅・都市・建築などの分野における情報の活用と、都心居住世帯の意識特性という 2 点を柱

として進めてきた研究成果をまとめたものである。前者は、特に住情報の有効利用を想定し、収集した膨大

なデータから有用な情報を抽出するための方法論、応用論に関する内容である。データとしては、統計デー

タはもとより、テキスト文書のような非整形データ、さらにはインターネット上でのウェブデータまで様々

なデータ形式に対して、これまでの学際的な研究成果を用いて多様なアプローチから分析および考察を行っ

ている。後者は、都心居住者世帯の内的特性、特に世帯の満足度評価や住意識に焦点を当て議論している。

ここでは、既に既存研究で明らかになっている住宅の物的な状況を概観するのではなく、住要求が表層化さ

れたと思われる満足度評価や住まい価値観を通じて，都心居住者要求のダイナミズムに迫り，そこで見られ

る居住者の評価特性と住意識に関する特性について考察する。同時に、居住者の評価特性や住意識の違いが、

どのような居住者の属性特性とどのような住宅の物理的特性とかかわり、そしてどのような行動パターンと

関係しているかを、理論的考察と同時に実証分析を行っている． 

 

住情報に関する探索的分析 

「発見」という知的行為は常に人々を魅了し、あらゆる分野で人類の進歩の原動力となってきた。情報の

洪水の中で住宅・都市・建築などの分野でも、 近になって情報をプラニングやモニタリングの作業時に取

り入れる動きが活発になっている。特に、インターネットの普及につれ、その応用は急増している。例えば、

都市・建築分野における各種のマスタープランや計画の立案や策定、評価などにおける情報の活用はその例

と言える。しかし、「データは豊富だが、情報は乏しい」 という表現のように、情報源からの知識や情報抽

出という 2 次的情報の抽出、加工、活用に関する研究例は、住宅・都市・建築などの分野では少ない。本研

究の第 2 章では、この問題意識を背景に、都市・建築などの分野における情報化、とりわけ「住宅」分野に

おける大量情報の活用可能性について考察する。 

近年、情報化社会の進展に伴い、都市・建築の分野でも大量のデータが蓄積されつつある。これら大量の

データから、今まではあまり明らかになっていない規則やパターンなど有用な情報を抽出し、それを意思決

定や政策立案などに活用する必要性が高まりつつある。しかし、現状ではまだこれら大量のデータに潜む情

報の重要性についての認識や、活用可能性についての方法論及び応用例が、特に住宅・都市・建築の分野な

どではほとんど示されていない。その結果、これに関する既存の関連研究は皆無に等しく、多くの場合、専

門家や熟練者の経験やカンに依存してきたところが大きい。そこで本研究では、その必要性と活用可能性に

ついての一般論を論じるのではなく、実際にさまざまな応用例を通してデータに潜む情報を抽出する方法論

及び応用論について論じる。 



一般に、膨大なデータから有益な情報を探り出す手法は「マイニング」と呼ばれており、情報技術の進展

により 近注目されつつある。利用データの特性から「テキストマイニング」、「ウェブマイニング」、「空間

データマイニング」などと細分化され、研究が盛んに行われている。しかし、現在マイニングに関する研究

及び応用の状況は、かなり発展してきている 中であるため、確立された研究体系が現時点でできていると

いうよりも、構築されつつあるというのが適切な表現である。その意味で、本研究はいち早く住宅・都市・

建築などの分野への活用を想定し、マイニングいう新たな視点を与え、そこに潜む情報を抽出し、有益な知

見を得る方法論及び応用論を展開している。 

考察内容は、データマイニング(住宅市場)、テキストマイニング(住宅政策、住環境及び居住環境の概念変

遷)、そしてウェブマイニング(住環境の概念特性)の順となっている。まず、第 2.2 節では、住宅市場におけ

る大量の統計データから興味深い情報のみを抽出する手法を提案し、それを実際の新規分譲マンションの契

約者データベースへ適用し、その有用性について論じる。第 2.3 節では、国の住宅政策のマスタープランで

ある「住宅建設五箇年計画」を取り上げ、今までにあまり明らかになっていないテキスト文書に潜む情報を

抽出しその特性を考察する。特に、テキスト文書は形式化しにくい非定型データなので計量化が難しく、ま

た自然言語特有の意味の多義性や曖昧さなどにより情報としての抽出・要約が極めて難しい。そのため、現

時点で本研究のような都市・住宅等の分野へ適用された研究例はほとんど見当たらない。第 2.4 節では、人々

が考えている「住環境」及び「居住環境」 の概念的内容がマスメディアの「新聞」に現れたと見なし(表層

化)、そこで語られている関連言説を経年的・網羅的に抽出し(マイニング)、住環境及び居住環境についての

イメージやその変容を言語統計学的視点から考察する。さらに、第 2.5 節では、同じく「住環境」の概念が

インターネット上ではどのように捉えられているのか、情報媒体による違いは何かなどをウェブで収集した

網羅的な文書から抽出し、そこで語られている内容を言語統計学的、言語社会学的な視点から考察する。 

 

住意識に関する探索的分析 

実証分析として都市基盤整備公団の定期調査(平成 12 年度)データを用いて、都心居住者の住意識や価値観、

居住期間などについて考察する。都心居住者の特性としては、すでに多くの既存研究で明らかになっている

住宅の物的な状況を概観するよりも、世帯の意識に焦点を当て住宅や住環境に関する「住意識」を重点的に

分析する。居住者満足度評価とは、一般に居住後評価(POE)を中心に、利用者である居住者を対象に住宅や住

環境の質について評価してもらい、将来の居住環境の質を高めるための具体的な方向性を導き出すことを目

的とするものである。しかし、既存研究では、以下のような点で研究の補完が必要と思われる。1)評価対象

である居住者は同質的であるという暗黙の仮定に基づいて集計分析し考察を行っていることが多い。2)満足

度評価の集計分析を行う際にも、研究者自身の先験的な経験や、居住者の社会人口統計学的属性(例えば、地

域、年齢、住宅規模等)といった既存分類体系をそのまま基準として採択し分析を行っている。3)分析手法に

おいても、既往関連研究の多くは満足度評価の回答値を等距離に仮定した重回帰モデルがよく用いられる。

この方法は簡便ではあるが、等距離性の仮定に疑問がある。4)満足度評価との関連付けの目的で導入する説

明変数においても、居住者属性や住宅の物理的特性といった外的特性を表す変数のみにとどまっている。「住

まい指向性」といった居住者の価値観や住意識は考慮されておらず、これらの変数がもたらす満足度評価の

バイアスはまったく考慮されていない。5)満足度評価における居住者が感じている評価の軸や評価構造など

についてもあまり明らかになっていない。これらの問題意識が本研究の出発点である。 

まず 1)に関しては、より的確に住宅市場を理解し、その理解の上でより精度の高い満足度評価に関する分

析を行うためには、全評価対象世帯を同質な世帯ではなく、同質的な評価を行う世帯に分類すべきである。

この主張の根拠は、以下の幾つかの項目、及び「住宅市場の細分化」に詳細に述べられている。また、2)に



ついては、居住者のライフスタイルの多様化等を背景に居住に対する価値観が多様化しつつあるため、従来

の社会人口学的先験的基準が必ずしも十分に分類の軸として対応していないことに注意する必要がある。例

えば、 近東京都心に供給されている分譲マンションの集合住宅市場を見ても、従来とは違って購入者のう

ち年齢 60 代以降の、いわゆるシルバー層が高い割合を占めている。これは過去の一般的観念、例えば「田園・

郊外志向」のような住まい志向性とは異なる傾向である。また、3)で指摘した分析手法についは、そもそも

満足度評価の回答値は、順序尺度の変量なので、測定値間の差(interval)は厳密な意味で同じ値でないこと

に注意する必要がある。また、基本的に満足度評価には個人の「価値」や「効用」のような見えない潜在的

概念が強く関わる。このように「効用」のような潜在変数の存在を明示的にモデルに組み込むと同時に、順

序カテゴリー間の境界値を事後確率の推定によって直接モデルから求める方法が「重回帰モデル」より適切

と思われる。この目的のために本研究では「順序プロビットモデル」を用いて考察する。また、4)住まい志

向性のような内的変数の導入の必要性については、例えば、「戸建―持家―低層」の志向層は、「集合―賃貸

―高層」の志向層に比べてすべての満足度評価項目おいて、高い不満を示すことが明らかになっている。し

たがって、意識的であろうが無意識的であろうが、ある特定の偏った価値観層を対象とした満足度集計分析

は、明らかにしたい真の評価とは異なるバイアスをもつ危険性を内包している。 後に、5)満足度評価では、

住宅からの満足度が住環境からの満足度より総合満足度に与える影響が大きいことから、住宅部分の改善に

よる効果が住環境のそれよりも満足度向上には効率的であると言える。また、東京都居住者には住環境が、

周辺 3 県の居住者には住宅の質がより高く評価され、満足度評価に影響を与える要素が異なっていることが

共分散構造分析によって確認できた。 

その他にも、居住期間と満足度評価との関係や、住替え希望者の回答をハザードモデルに定式化し、住替

え要因とその程度を詳細に分析することで新たな知見を得ている。 

 


